
第３章　時系列編
本章では、会計監査人が異動するケースについて、通常最も多いと想定される①「再任」の場合、再任しない場合の対応としての②「不再任・選任」の場合、いわゆる有事対応に該当するような③「解任・退任・辞任・一時会計監査人の選任」の場合に分け、それらの場合ごとに監査役又は監査役スタッフが具体的に採るべき行動や手続きの在り方を一覧表形式で整理した。なお、いずれの場合も「３月期決算の公開大会社(取締役会＋監査役会＋会計監査人)設置会社」を想定している。
本章の構成は、次のとおりである。必要としている状況に応じて、該当の場合における一覧表を参照していただきたい。

第１節　再任の場合
第２節　不再任・選任の場合
　　　１．不再任の場合
　　　２．選任の場合
第３節　解任の場合他
　　　１．解任の場合
　　　２．会計監査人が退任する場合
　　　３．会計監査人が辞任する場合
　　　４．一時会計監査人の選任











【凡　例】
（法令・基準）
・会社法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会○条○項○号
・会社法施行規則　　　　　　　　　　　　　　　　　施規○条
・会社法計算規則　　　　　　　　　　　　　　　　　計規○条
・金融商品取引法　　　　　　　　　　　　　　　　　金商法○条
・監査役監査基準　　　　　　　　　　　　　　　　　監査役監査基準○条
・監査役監査実施要領　　　　　　　　　　　　　　　実施要領○条

40

注：３月期決算の公開大会社(取締役会＋監査役会＋会計監査人)設置会社

第１節　再任の場合
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	１．各プロセス時系列整理

	（１）共通項目に関する情報収集・分析

	共通Ⅰ































	期中～
３月末























	□当期に監査役が実施した会計監査活動の整理
























	































	□監査役は会計監査人の業務執行者からの独立性を確保するための機関としての役割を果たす。











１．会計監査人監査の相当性の判断のために、事業年度を通して状況把握に努める。
２．監査役が実施した会計監査について実績（監査対象、内容、課題等）を整理する。
３．会計監査人の専門性、職業倫理、独立性、監査実施体制、品質管理体制及び職務遂行状況など、企業会計審議会が定める監査基準及び監査に関する品質管理基準への準拠性について、通期の監査活動を通して確認する。（詳細についは後述の「会計監査人の再任に係る判断基準（例）」を参照のこと）

















	□監査役と会計監査人との関係
　会計監査人設置会社では、決算関係書類の監査は会計専門家としての機関である会計監査人が第一次的に会計監査を行うが、監査役は、業務監査によって会社内部の実態を熟知した企業人の視点から、計算関係書類が会社の状況を適正に表示しているか否かに関する総括的・重点的な調査等を行い、また、会計監査人の独立性をはじめとする監査環境に留意し、会計監査人の監査の方法と結果の相当性を判断することを通じて、計算関係書類の適正性を確保するという会計監査の責任を負う。

１．事業年度を通して、会計監査人からの報告聴取、棚卸等の現場立会、経理部門・内部監査部門等から、各部門が把握した会計監査に係る実績についての報告聴取、監査役に対する会計監査人の報告義務の履行状況の確認等により、会計監査人が監査品質を維持し適切に監査しているか評価を行う。
２．会計監査人が取締役の不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実を発見した場合における監査役会への報告義務の履行状況を確かめる。
３．会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているか否かに留意する。
４．会計監査人の再任・不再任・解任の決定に関する確認事項。
ⅰ）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき
ⅱ）会計監査人としてふさわしくない非行があったとき
ⅲ）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えられないとき
５．会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けているか否か確認する。
６．監査を遂行するに不十分と判断される要因の有無を確認する。
ⅰ）監査品質並びに品質管理
　  ⅱ）独立性
　  ⅲ）総合的能力
　　ⅳ）監査実施の有効性及び効率性
	□計規127（監査報告の内容）　　
　会436②（計算書類等の監査等）、同444④（連結計算書類の監査）、監査役監査基準32①（会計監査）、同　35（計算関係書類の監査）








１．会397(監査役に対する報告)
２．監査役監査基準32(会計監査)、同49(会計監査人との連携)























	共通Ⅱ





















	３月末～
５月上旬














	□会計監査人の会計監査活動の把握


□経営執行部門・会計監査人からの報告聴取・意見交換

	□経営執行部門（経理部門・内部監査部門等）⇔会計監査人⇒監査役
□経営執行部門、会計監査人⇒監査役
	１．監査役の決算監査の一環として、経理部門・内部監査部門等から、会計事項に関する十分な報告を受ける。
２．会計監査人から、監査実績について報告を受け、前事業年度の会計監査における問題点・課題を把握し、会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家として、適切な監査を実施しているか否かについて判断する。
３．監査契約の更新に向けて経営執行部門が
会計監査人と協議した重要な事項がある場合には、経営執行部門から当該内容について説明を受け、意見交換を行う。
４．上記の各報告・意見交換を受けて、前事業年度の会計監査における問題点・課題を把握する。
５．経営執行部門から会計監査人を不再任と
すべき提案があった場合は、不再任の事由について、客観的かつ具体的に把握して、再任の可否を判断する。
６．会計監査人から下記の事項について説明を受け、意見交換を行う。
ⅰ）会計監査人が、経営執行部門と協議した重要な事項
ⅱ）会計監査人の状況と監査体制（ローテーション等の体制、監査法人の内部管理体制、新年度の会計監査人の監査体制及び業務執行社員等の交代があるときは、当該交代の方針、選任の経緯等について説明を受け、引き継ぎ状況について、確認する）
ⅲ）会計監査人の独立性に関する事項そ
の他職務の遂行に関する事項(計規131各号に掲げる事項)
	１．共通Ⅰ留意点等３
２．会計監査人の再任・不再任・解任等の検討に際しては、企業グループとしての意向にも留意する。
３．ローテーション等による業務執行社員等の交代があるときは、当該交代の方針、選任の経緯等について説明を受けるとともに、引継状況について確認する。
（共通Ⅱ．実施内容６．参照）
４．経営執行部門から、会計監査人の資質、監査体制、会計処理を巡る経営執行部門と会計監査人との意見の相違、監査報酬等について意見を聞く。
５. 共通Ⅰ留意点等４
６. 共通Ⅰ留意点等５
７. 共通Ⅰ留意点等６








	 １．計規131各号

	（２）再任に関する情報収集・分析

	再任Ⅰ
	～３月末
※経営執行部門に対して、監査役会の再任決定内容を通知する日程を考慮した上で実施する必要がある。
	□当期に監査役が実施した会計監査活動の整理

	
	□共通Ⅰ実施内容１、２、３参照

	□共通Ⅰ留意点等１～６参照
※再任に疑念がある場合、株主総会の議案（不再任、新たな選任）の決定を念頭に置き、できるだけ早期に対応する。（事業年度を通して把握する）


	□共通Ⅰ関連条文等２参照

	再任Ⅱ









	３月末～５月上旬

	□会計監査人の会計監査活動の把握


□経営執行部門、会計監査人からの報告書聴取・意見交換
	□経営執行部門（経理部門・内部監査部門等）
⇔会計監査人
⇒監査役
	１．共通Ⅱ実施内容１参照
２．共通Ⅱ実施内容２参照
３．共通Ⅱ実施内容３参照
４．共通Ⅱ実施内容４参照
５．共通Ⅱ実施内容５参照
６．共通Ⅱ実施内容６参照

	□詳細共通事項参照
※再任に疑念がある場合、株主総会の議案
（不再任、新たな選任）の決定を念頭に置
きできるだけ早期に対応する。（事業年度を通して把握し、評価する）



	□共通Ⅰ関連条文等２参照
□共通Ⅱ関連条文等１参照
□「監査役若しくは監査役会又は監査委員会と監査人との連携に関する共同研究報告」(平成25年11月7日、日本監査役協会、日本公認会計士協会）
□「会計監査人との連携に関する実務指針」(平26年４月10日会計委員会)
□監査役監査基準31、同34
□監査役会規則(ひな型)19
□企業会計審議会「監査基準
（平成25年3月26日)「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日)
□「会社法における会計監査の実務対応」(平成19年１月12日会計委員会)
□公認会計士法34の11の３
□「会社法施行後における監査役監査の実践事例 調査結果【解説編】」(平成19年10月11日ケース・スタディ委員会)
□会340条①（監査役等による会計監査人の解任）
□会344②（会計監査人の選任等に関する議案の内容の決定）

	再任Ⅲ


















	～５月中旬



















	□監査役会における選解任議案等決定手続












	
	１．上記プロセス及び「会計監査人の解任又は不再任の決定の方針」を定めている場合はその方針に照らして、又は、前事業年度に係る会計監査人監査の相当性の確認を踏まえ、監査役会として再任するか否かを審議し、会計監査人を再任する場合は、会計監査人の前事業年度の監査活動の相当性の審議内容について、議事録等に記載する。
２．会計監査人を再任する場合は、取締役に対して議案の報告又は会計監査人を不再任とすることを株主総会の目的事項としない旨の連絡を行う。
３．法的には不要であるが、適正手続の確保（デュー・プロセス）の観点から、取締役に対し、会計監査人の再任同意依頼書の提出を求めることも考えられる。この場合、監査役会は、前事業年度に係る会計監査人監査の相当性の確認等を踏まえ、会計監査人の再任について決議を行い、通知書を作成し、取締役に送付する。この時、会計監査人の選解任等を株主総会の目的としない旨を付記する。
	１．取締役から会計監査人の解任又は不再任に係る提案がない場合でも、毎期、監査役会において会計監査人の再任の適否について審議する。
２．会計監査人を再任する場合には、会計監査人の選任等を株主総会の目的としない旨、監査役会議事録及び再任決定通知書に明記することもできる。









	


































第２節　不再任・選任の場合
１．不再任の場合
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	１．事前の情報収集並びに分析・意見交換

	（１）実績のまとめ

	再任の場合の情報収集・分析のⅠ及びⅡに同じ。
追加の留意点としては、
①会計監査人の監査活動の適切性・妥当性の評価にあたって、経営執行部門と十分な意見交換を行い、不再任とする理由を明らかにした上で、会計監査人の意見を聴取し、会計監査人が監査品質を維持し適切に監査しているか評価を行い、監査役会が最終的に判断する。 
②不再任については慎重な対応が望まれることから、論点が整理された時点で監査役会が専門家等（顧問弁護士等）の意見を聴取することが望ましい。以後、必要の都度、専門家（顧問弁護士等）に法的見解を確認することが望ましい。

	（２）会計監査人の不再任・選任に関する情報収集・分析

	不再任Ⅰ
	～５月上旬
	□経営執行部門・会計監査人からの報告聴取
	□経営執行部門
⇔会計監査人
⇒監査役
又は
□経営執行部門、会計監査人
⇒監査役
	１．会計監査人の会計監査活動を把握する。
①経理部門・内部監査部門等から、各部門が把握した会計監査に係る実績について十分な報告を受ける。 
②会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているか、企業グループの意向等にも留意する。 
③会計監査人から監査実績の報告を受ける。 
④各報告を受け、当期における会計監査の問題点・課題を把握する。
２．経営執行部門が会計監査人の不再任を求める事由及びそれに対する会計監査人の意見について双方から説明を受ける。
３．新たな会計監査人を選任するために、経営執行部門及び会計監査人から、下記の事項について説明を受け、意見交換を行う。
ⅰ)会計監査人候補の概要
ⅱ)欠格事由の有無
ⅲ)候補選任の経緯
ⅳ)会計監査人の独立性に関する事項その他職務の遂行に関する事項（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
ⅴ)会計監査人の内部管理体制
ⅵ)新事業年度における会計監査人の監査体制、職務を行うべき社員の経歴（監査責任者及び監査従事者）及びローテーション等の体制
ⅶ)監査契約の内容、監査報酬及び非監査報酬の金額・水準
	□定時株主総会の議案を決定する取締役会の日程を意識し、遅くとも５月上旬までにはこれらの内容を実施する。
□不再任の事由が、会計監査人の資質にある場合、監査チーム体制にある場合、会計処理を巡る経営執行部門と会計監査人の意見の相違にある場合、監査報酬にある場合などについて、当該事由を客観的かつ具体的に把握する。
□会計監査人の監査活動の適切性・妥当性の評価にあたっての留意点：公開会社においては、事業報告に記載している「会計監査人の解任又は不再任の決定の方針」の内容も再任･不再任の判断基準となる。また、会計監査人の独立性、法令等の遵守状況についても検討が必要である。



	□関連条文等は再任Ⅱの場合の情報収集分析に同じ。

	２．不再任に関する手続き、不再任議案及び選任議案の提出

	不再任Ⅱ
	５月中旬
	□不再任に関する手続き
	
	□監査役会における審議及び取締役会への通　
　知
１．経営執行部門と十分な意見交換を行い、会計監査人に対して不再任とする理由を明らかにし、会計監査人の意見を聞いて監査役会が最終的に判断する。
２．「会計監査人の解任又は不再任の決定の方
針」に照らし、また、前事業年度に係る会計監査人監査の相当性の確認を踏まえ、監査役会として再任するか否かを審議の上で決定し、審議内容を議事録に記載する。その際監査役は、会計監査人の選解任等の議案決定及び不再任について、プロセスを可視化し記録として残すことが重要である。 
３．取締役会に対して、監査役会の決定内容を通知し、会計監査人の選任を株主総会の目的とする旨を付記する。その際監査役は、会計監査人の選解任等議案の審議の経過の要領と決定について、議事録等に記載し、会計監査人を不再任とする場合は、会計監査人の前事業年度の監査活動の相当性の審議内容について、議事録等に記載する。
	□「会計監査人の解任又は不再任の決定の方針」について 
１．公開会社においては、「会計監査人の解任又は不再任の決定の方針」が事業報告の開示事項となっている。事業報告は経営執行部門で準備すべきものであるが、会計監査人の選解任等の議案決定権が監査役にあることから、「会計監査人の解任又は不再任の決定の方針」の策定は、監査役が行うことになる。
２．文書で執行側に連絡・通知をすることが望ましい。

	□施規126四(会計監査人の解任又は不再任の決定の方針)

	不再任Ⅱ












	５月中旬
	□監査役会における審議、不再任の決定の手続



□不再任議案の手続



□不再任議案及び選任議案の提出

	
	□監査役会による不再任議案及び選任議案の提出
１．監査役会で決議した後、取締役会に会計監査人の不再任議案及び選任議案を提出する。
２．会計監査人を不再任とする議案を株主総会に提出する場合、株主総会参考書類に、次の事項を記載しなければならない 。
ⅰ）会計監査人の氏名又は名称 
ⅱ）監査役会が議案の内容を決定した理由 
ⅲ）会計監査人の意見があるときは、その意見の内容の概要



	１．会計監査人の不再任議案を提出する場合、新しい会計監査人の選任議案を同時に提出しなければならない。新会計監査人の選任議案の決定に要する期間にも留意する必要がある。不再任の可能性がある場合には、事業年度末までには判断する。
２．会計監査人から辞任の申出があった場合、監査に障害が生じている場合も多いことから、監査役は当該辞任の理由を確認して、会社側の対応に問題がなかったか検証することが必要である。
３．会計監査人に法定の解任事由が生じた場合、監査役は会計監査人の解任につき検討する。この場合の手続は不再任の手続に同じ。
	□会344③(会計監査人の選任等に関する議案の内容の決定)、同340（監査役等による会計監査人の解任)



２．選任の場合
	１．選任議案の決定後の手続（選任の手続等）

	選任Ⅰ
	６月中旬
～月末
	□株主総会における選任決議
	
	１．取締役会において、現在の会計監査人の不再任議案及び新たな会計監査人の選任議案が株主総会に提出する議案として適正に決議されることを確認する。
２．株主総会参考書類において、必要な記載事項が適正に記載されているか、確認する。
３．株主総会において、現在の会計監査人の不再任議案及び新たな会計監査人の選任議案が適正に決議されることを確認する。

	１．会計監査人を不再任とする場合には、後任の会計監査人への引継ぎ状況について確認する。
２．必要に応じて引継ぎが十分に行われるよう会計監査人に求める。
	□会329(選任)、同298(株主総会の招集の決定)、同309①(株主総会の決議)、同344(会計監査人の選任等に関する議案の内容の決定)
□施規77(会計監査人選任議案)、同81(会計監査人解任・不再任議案)、同126(会計監査人設置会社の事業報告の内容)

	選任Ⅱ
	６月中旬
～月末
	□選任後の手続
	□経営執行部門
⇔会計監査人
⇒監査役
	１．監査法人が会計監査人に選任された場合には、速やかにその社員の中から会計監査人の職務を行うべき者が選定され、会社に通知されていることを経営執行部門に確認する。
２．新たな会計監査人の氏名又は名称が２週間以内に会社の本店所在地に登記されたことについて、経営執行部門から報告を受ける。

	１．会計監査人の登記手続が行われたことを確認する。
	□会337(会計監査人の資格等)、同911③十九(登記)、同915(変更登記)、同976一(登記違反) 
□商業登記法54②③(取締役等の変更の登記)



第３節　解任の場合他
１．解任の場合
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	□会計監査人は、上場会社が開示する情報の信頼性について、その利用者である株主等に対する責務を負っていると考えられることから、法定の解任事由や一定の事由により適正に監査業務を遂行することができない事態が生じた場合、適正な監査の確保に向けた適切な対応の一環として解任の手続を進める必要がある。
１．会計監査人の解任の手続については基本的に不再任の場合と同様であるため上記不再任・選任の場合を参照のこと。
２．会計監査人の解任の概要は次のとおりである。
①会計監査人は、いつでも株主総会の決議によって解任できるが、正当な理由がなく解任された会計監査人は解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。
②監査役会は、経営執行部門に対し会計監査人の解任を株主総会の目的にするよう議案を提出することができる。議案を提出する場合、株主総会参考資料には監査役会が議案の内容を決定した理由を記載しなければならない。
③会計監査人が、職務上の義務違反･職務懈怠・非行・心身の故障により職務の執行に支障があり又は職務に堪えない場合は、株主総会を開催せずに監査役全員の同意により会計監査人を解任できる。
この制度は、株主が多数の場合には会計監査人の解任のため臨時株主総会を開催することは容易でないことから設けられたものである。会計監査人を解任した場合には、監査役会が選定した監査役（注：監査役会設置会社でなく、監査役が二人以上ある場合は「監査役の互選によって定めた監査役」）が、解任後最初に招集される株主総会において、その旨及び解任の理由を報告しなければならない。
	□会339(解任)、同344(会計監査人の選任等に関する議案の内容の決定、同340(監査役等による会計監査人の解任)




２．会計監査人が退任する場合
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	□会計監査人は次の場合に退任することになる。
①株主総会の不再任決議
②会計監査人を置く旨の定款の定めを廃止する定款変更
③臨時株主総会で決算期を変更し、変更後最初の事業年度を「１年を超える期間」とする定款変更
④株主総会の解任決議
⑤会計監査人の資格の喪失
⑥辞任・会計監査人の死亡・破産手続開始・会社の解散（合併により会社が消滅する場合を含む）による委任の終了
⑦監査役（会）による法定事由による解任
	□会338②再任の見做し、
会338③会計監査人設置の廃止、会339①解任、会337③会計監査人になれない事項、会471四解散の事由（合併）会330会計監査人との関係、民法651①委任の解除、民法653委任の終了事由、会340①②④監査役等による会計監査人の解任



３．会計監査人が辞任する場合
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	□会計監査人の辞任の手続については、基本的に不再任の場合と同様であるため、上記不再任・選任の場合を参照のこと。
留意点としては、
１．会計監査人から辞任の申出があった場合、監査に障害が生じている場合も多いことから、監査役は当該辞任の理由を確認して、会社側の対応に問題がなかったか検証することが必要である。
２．会計監査人は、会計監査人の辞任について株主総会に出席して意見を述べることができる。この意見がある場合は、株主総会参考書類記載事項となる。
３．辞任した会計監査人があるときは、次に掲げる事項（当該事業年度前の事業年度に係る事業報告の内容としたものを除く。）を事業報告に記載しなければならない。
①会計監査人の氏名又は名称　
②辞任した会計監査人が辞任した旨及びその理由を株主総会で述べるときはその理由

	




４．一時会計監査人の選任
	プロ
セス
	実施
時期
	実施
項目
	対象
	実施内容
	留意点等
	関連条文等

	
	
	□一時会計監査人の選任
	□監査役会
	□会計監査人が欠けた場合又は定款で定めた会計監査人の員数が欠けた場合において、遅滞なく会計監査人が選任されないときは、監査役会が一時会計監査人を選任する。
１．監査役会は、経理・会計部門等と連携し、一時会計監査人の候補を選び、当該候補に関し、不再任・選任の場合と同様の情報収集・分析を行い、監査役会を開催・審議し、一時会計監査人を選任する。
２．一時会計監査人を選任した場合は、その氏名又は名称につき２週間以内に会社の本店所在地に登記されたことについて、経営執行部門から報告を受ける。

	□「遅滞なく」とは、決算期の到来直前に会計監査人が欠けた場合のように定時株主総会までの会計監査業務に支障を来す場合や、定時株主総会直後に会計監査人が欠けた場合で、近く臨時株主総会の開催予定がない場合等のように、株主総会における会計監査人の選任を待てない場合は監査役会が一時会計監査人を選任する。
□選任の時期については、監査役会の選任手続及び一時会計監査人の受託可否の検討時間等相応の時間を勘案して手続に着手する。
□一時会計監査人を選任した場合は、その後の最初の株主総会で新しい会計監査人を選任するため、前述の選任の手続に移行する。
	□会346④⑤⑥(一時会計監査人の選任)、同976二十二(選任違反)、同911③二十(一時会計監査人の登記)、同976一(登記違反)




